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未来を担う子ども達をはぐくむまちづくり

いる。子ども

を中心とした

政策の必要性

について見解

を聞きたい。

　　本市が重

点的に取り組

むまちづくり

の柱として、

子育て世代に

魅力的なまちづくりを掲げて

いる。国が、こども家庭庁の

設置やこども基本法の施行を

予定する中、本市は現在取り

組んでいる施策の充実・強化

を図ることで子育て支援をさ

らに進め、子育て世代に魅力

的なまちづくりを実現する。

　　出産・子育て応援交付金

の実施に伴う補正予算が追加

提案された。その取組内容に

ついて聞きたい。

　　妊娠届出時より、妊婦や

低年齢期の子育て家庭に寄り

添う伴走型相談支援と、妊婦

等に対する経済的支援を一体

とした出産・子育て応援交付

金が国により創設された。安

心して出産・子育てができる

環境整備を図るため、本市も

速やかな経済的支援を行う。

　　　　今回、現金給付での

支援をされるが、確実に子ど

も達の支援につながるクーポ

ン券での対応を検討されたい。

　　令和５年度予算編成方針

について聞きたい。

　　災害に強いまちづくり、

新型コロナウイルス感染症対

策及び地域経済の活性化を引

き続き重点事項とし、市長公

約である三つのまちづくりに

取り組み、第６次総合計画の

実現に向け各施策を推進する。

  また、国の重点投資分野で

あるＤＸ推進やゼロカーボン

の実現に向けた取組を進める。

  予算編成に当たっては、事

業の選択と集中を図るととも

に、国や県の財政支援も最大

限活用しながら取り組む。

　　公明党は、11月８日に子

ども政策を政治の柱に据えた

社会の実現と、少子化・人口

減少を克服するための具体策

を示した子育て応援トータル

プランを発表した。

  コロナ禍で少子化と人口減

少が一層進み、2021年の出生

数は過去最少を記録し、想定

より７年早く少子化が進んで

            

　　排水対策基本計画策定に

当たり、市民の意見がどう生

かされたのか聞きたい。

　　コンピューター上でのシ

ミュレーションに加えて、現

地踏査による浸水状況確認時

の市民からの様々な意見によ

って、浸水状況や弱点要因を

正確に整理できた。

　　　　20年という長い計画

であるため、丁寧な周知を行

われたい。また、特に被害が

大きい地域に対しても、丁寧

な対応を実施されたい。

 

　　2017年に施行された教育

機会確保法では、不登校の児

童生徒の休養の必要性を認め、

学校以外での学習を国や自治

体が支援すると明記している。

  多様な学びの場の確保や不

登校特例校についての見解を

聞きたい。

　　多様な学びの場として、

適応指導教室である昭和教室

や民間のカウンセリングルー

ム及びフリースクールがある。

　また、橘中学校では、学生

ボランティアによる対面の学

習支援や相談を行っている。

　　　　学校再編が進む中で

使用されなくなる学校の活用

も考えられる。大牟田市で育

つ子ども達の多様な学びを支

援するため、不登校特例校な

ど、新たな学びの場の設置を

検討することを強く要望する。

公明党議員団

三宅 智加子　議員

少子化と人口減少の克服

目指す都市像実現のための
新年度予算編成方針

未来を担う子ども達を
はぐくむまちづくり
（不登校対策）

代表質問代表質問

有明地域の中核都市としての力強い歩みを

なくとも半分

以下に抑える

ことを目指す。

　　残る半分

の浸水への対

応はどう考え

ているのか。

　　20 年の計

画期間完了前

に次の計画を

策定し、重点的な対策を行う。

　　　　今後、実際の大雨時

の被害状況に合わせ、20年の

間でも、計画を追加されたい。

　　また、計画の実施にあた

り、優先順位はどう決めるか。

　　実施中の事業はさらに加

速化させ、新規や未着手事業

は、経済性、効果性、実現性

を総合的に評価し、早く実現

でき、大きな効果が上がる事

業から実施していく。

　　　　費用よりも、効果を

優先してほしい。

　　本年７月の浸水地域は、

特に優先するべきではないか。

　　いろいろな要因がクリア

できれば、効果の高いところ

は当然実施していく。

　　大牟田川には、以前より

県の整備計画があるが、抜本

的な対策となると、諏訪川、

堂面川、隈川でも整備計画が

必要ではないか。

　　必要な整備は、現在行わ

　　来年度は、次期総合計画

を策定する年だが、どのよう

なビジョンを打ち出していこ

うと考えているか。

　　若者が安心して働ける雇

用の場を増やし、子育てや教

育環境を充実させ、人材と地

場企業の成長による好循環を

生み出し、安心・安全で魅力

あるまちづくりを市民等と共

有できる計画策定を進めたい。

　　　　個々の政策について

は賛成だが、長年の財政難に

より、最近は大牟田の特徴や

土地柄を活かした大きなビジ

ョンが打ち出せていない。有

明地域の中核都市としての位

置づけを明確にしたビジョン

を次期計画では策定されたい。

　　排水対策基本計画（原案）

の目標設定について伺う。

　　令和２年７月豪雨のよう

な大規模な災害から、市民の

生命・財産を守る災害に強い

まちを目指す。そのため、今

後 20 年間で床上浸水被害を少

れているが、近年の降雨特性

に対応した計画が必要と考え

ており、県と協議したい。

　　計画実施のための予算の

見通しと財源についての考え

方はどうか。

　　短期対策として５年で約

110 億円、中期対策として 15

年で 220 億円を見込んでおり、

国の補助金等の有利な財源を

最大限活用したい。なお、市

の実質負担は、企業局が行う

ポンプ場等の整備や緊急災害

防止事業債を活用できる事業

では３割、一般会計の河川整

備では５割弱となっている。

　　市民への説明はどのよう

に行うか。

　　校区まちづくり協議会な

どとも相談し、各地域におい

て丁寧な説明を行いたい。

　　イノベーション創出事業

の滑り出しは上々だが、今後

どのように発展させていくか。

　　ＩＴ関連企業の誘致、産

学官や金融機関で構成するイ

ノベーション推進協議会の設

置による新ビジネスの創出や

デジタル人材の育成、地域課

題解決に取り組む。また、本

市のものづくり企業へ研究開

発機能の創出も働きかけたい。

　　　　本事業は、今後伸び

ていく新しい雇用の受け皿と

してのＡ Ｉ・Ｉ Ｔ産業起こし

の始まりであり、企業だけで

なく大学なども含め、しっか

りとしたビジョンと誘致戦略

を立ててほしい。
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排水対策基本計画の実施は、
費用よりも効果最優先で

次期総合計画の
ビジョンは

ＡＩ・ＩＴ産業の振興は
これからが本番

防災・減災のまちづくり

弱点箇所の抽出（計画案より）弱点箇所の抽出（計画案より）

赤ちゃん広場（大牟田市保健センター（らふる））赤ちゃん広場（大牟田市保健センター（らふる））


